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実務に沿った刑事政策を
──ある覚せい剤使用控訴事件を例にして──
大八木 治 夫
第 はじめに
私は、法科大学院の制度が発足した平成16年月、東京高検に在籍したまま
で法務省が各法科大学院に派遣した派遣検事12名の一員として当山梨学院と都
立大（現首都大）の各法科大学院に派遣され、「実務刑事訴訟法」や「法曹倫
理」、「模擬裁判」等の講義等を行った後、同18年月に退官し、退官と同時に
横浜弁護士会に弁護士登録をするとともに、正式に山梨学院大学に奉職し、学
部では「刑事訴訟法」や「刑事法演習」等、また法科大学院では従前通りの
「実務刑事訴訟法」等に加え、同19年度からは新たに「刑事政策」を担当し現
在に至っている。
当法科大学院のシラバス上では、「刑事政策」は展開・先端科目群に位置す
る選択科目で、単位数単位、対象年次は未修年次と既修年次、毎年前期
に開講される。
選択科目に関わらず、初年度も年目も各18名、そして本年度は26名もの受
講者がいるのでかなりの緊張感と責任の重さを感じている。
と言うのも、私と「刑事政策」との関係であるが、私は、東京・大阪・札幌
等の各地検や東京・福岡等の各高検で計30年間にわたり検事として捜査・公判
立会い等に従事してきてはいるものの、「刑事政策」に関わる経験は法曹の一
分野に過ぎない検察実務を通しての実践に過ぎず、それ以外は検事退官後の数
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年の弁護士経験と、刑事政策の基本書（藤本哲也著・全訂第六版刑事政策概
論）等や刑事政策関連の書物及び毎年の犯罪白書や矯正協会発行の「刑政」、
日立みらい財団発行の「犯罪と非行」等の書籍を通しての知識と院生らとの府
中刑務所や甲府刑務所等の矯正施設見学や矯正当局の職員等からの講義等から
取得した知識に止まる。
法科大学院は、ご承知のように「理論的教育」と「実務的教育」との架橋を
目指すべく設置された以上、私は、「刑事政策」という選択科目においても刑
事法分野の刑法や刑事訴訟法、刑事実務演習等の法律基本科目群、実務基礎科
目群と同様に、「理論的教育」と「実務的教育」の架橋を意識する実務的な講
義を心掛けている。また、併せて、従来は「刑事政策」等の主体と言えば、ま
ずは警察、検察や裁判所等の司法機関及び刑事施設（刑務所等）、更生保護施
設等の公的立場が主たる検討課題であったが、最近では、裁判員制度導入から
も見られるように市民が司法面等にも関与する時代となったことと同様に、市
民である弁護士等の私人も刑事政策の重要な担い手として登場すべきことを強
調している。
このことは、藤本教授が基本書の冒頭部分で、「刑事政策」とは何かという
問に対し、「刑事政策」とは犯罪の原因を追究し、これに基づき犯罪を防止す
るための国家・団体・個人の活動であるとする（藤本・	頁）のと同様であ
る。
以下第で紹介する事例も、私の前記講義方針に沿ったものであり、私が刑
事弁護人としての職務を通して実践した「刑事政策」の一例で、平成21年度の
第一回講義で実際に使用し、院生に検討等させたものである。
第 課題「覚せい剤使用控訴事件の公判立会実践を通して、生きた
刑事政策実現を」
 事案の概要（公訴事実）等
Ａは、法定の除外事由がないのに、Ｈ20年月日ころ、Ｓ市内の当時のＡ
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方居室において、覚せい剤若干量を含有する水溶液を自己の身体に注射し、も
って覚せい剤を使用したものである（使用目的等〜Ａ供述・最近ではパチンコ
行く際の景気づけに）。
＊Ａの前科 Ｈ13年12月 覚せい剤使用（懲役年月・執行猶予年）
＊本件捜査経過等 Ｈ20年，11Ａ方捜索（注射器等押収）。Ａの尿任意提出
，18鑑定（尿覚せい剤反応）。	，通常逮捕。	，12
公判請求
＊公判経過 10，14第回公判（検察官請求証拠〜国選弁護人全て同意。弁護
側請求〜情状証人（Ａの雇い主Ｂの内妻）、Ｂ作成の嘆願書、被
告人質問
10，21第回公判（判決主文懲役年月・猶予年）求刑年
 原判決の考慮した量刑事情
＊被告人に不利な情状
被告人の覚せい剤に対する親和性・依存性は顕著で常習性も認められる。
＊被告人に有利な情状
ア 被告人は、か月半以上の身柄拘束を受け、事実を認め反省の態度を示
す。
イ 前刑の執行猶予期間が満了して犯行日時点で年月を経過。服役経験
ない。
ウ 中学卒業後、おおむね稼動し稼動意欲があること。
エ 現在の雇い主Ｂから真面目な人材であると寛大な処分を願う旨の嘆願書
が出され、その内妻が公判に出頭して雇用を継続して監督すると述べたこ
と。
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 検察官控訴11，。本職私選弁護人選任12，。控訴趣意書提出21年
，
＊検察官の控訴趣旨（量刑不当・本件は実刑相当事案である）、理由等
① 被告人の覚せい剤に対する親和性・依存性は顕著で常習性も認められ
る。
例えば、押収された注射器の袋の日付には前年のものがあるなど覚せい
剤使用が最近であったとは認め難い（控訴審において立証予定）。
② 被告人の覚せい剤に対する再犯のおそれは極めて高い。前刑猶予判決有
り。
③ 原判決が指摘する被告人に有利な情状は、いずれも執行猶予を付すべき
理由とはなりえない。
例えば、アの点であるが、被告人は常習性を否認しており真摯に反省し
ているとは認め難い。
イの点であるが、服役経験がないと言っても、それは前刑において執行
猶予付の判決を受けたために服役を免れただけのことである。
ウの点であるが、薬物犯罪者は、通常の生活をし薬物購入の資金を得な
がら犯行を行うのがしばしばで、おおむね稼動していることをもって格別
有利に斟酌する理由はない。仮に稼動意欲があったとしても、稼動目的が
実は覚せい剤を入手するための手段であったとさえ認められるので、これ
を有利な事情とした誤りは明白である。
エの点であるが、同嘆願書の作成名義人である雇い主Ｂには覚せい剤違
反前科があり（控訴審において立証予定）、このような者による被告人の
再犯防止のための監督は期待できず、このような者の監督を期待できると
した原判決の誤りは明らかである。
④ 原判決の量刑は著しく軽きに失し不当で同種事例との均衡を著しく欠
く。
覚せい剤使用等の薬物事犯は習癖性が高く、それ故再犯率が著しく高い
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のは周知の事実であり、常習的に反復される薬物事犯に対しては、施設内
において徹底した矯正教育を施すべきことが社会の要請でもあり、刑事政
策の実務においては、同種前科の存在等をも勘案して適切妥当な量刑が図
られている。しかるところ、原判決の量刑は、同種事案の裁判例と刑の均
衡を著しく失していること明らかである。東京地裁において判決の言渡し
があり、平成18年月から20年月までに確定した覚せい剤自己使用事件
のうち、本件と同様に同種前科が犯あり、かつ、直近の懲役前科が同法
違反のみで刑の執行を猶予された後、その猶予期間経過後年以上年以
内に再度覚せい剤使用の罪を犯して有罪判決を受けた事例は11例（別表添
付）収集し得た。そのうち、実刑が確定したものが10件、第一審で実刑に
処せられ、控訴審で刑が猶予され保護観察に付されたものが件である。
薬物犯罪、とりわけ自己使用犯罪の事案においては、その犯行態様に個性
が少なく、量刑について均等な取扱をすることに合理性及び必要性があ
り、上記の裁判例はいわば判例法に準じた存在であると考えられるのであ
り、これらの裁判例との均衡から考えても、本件被告人は当然実刑に処せ
られるべきである。他方、刑の執行が猶予され、保護観察に付された例
は、本件被告人に比して格段に酌むべき情状が存する（原判決後両親の援
助の下、薬物依存回復施設に入所等）。
いずれの観点からみても、被告人には当然実刑判決を科すべきであるの
に、あえて刑の執行を猶予した点において、原判決の量刑は、著しく軽き
に失し、不当であることは明らかである。よって、原判決を破棄し、更に
適正な判決を求めるため、本件控訴に及んだ次第である。
第 本件事案を利用しての講義状況等
上記資料（第の部分）を講義冒頭に院生に配布して15分間読ませた後、本
件事案の流れと控訴審における審理手続等の説明を行った上で、各院生におい
て、弁護士として本件控訴事件の依頼を受けたならば、刑事政策的観点を加味
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しながら、どのような弁護活動を行うべきなのか等について考えさせ、質疑応
答した。
その後、私が実際に控訴審に提出した答弁書の要旨を紹介した。
なお、シラバスでは、「刑事政策」受講者は事前に犯罪白書と各自が選択し
た刑事政策に関する基本書を読んだ上で講義に臨むよう指示している。
また、私は新入生に対する入門講座等の機会に、法科大学院において将来の
実務家を志す以上、新聞を毎日読んで日々の社会の動向を知り、思考しかつ仲
間との議論が必要であること、これらの土台があって始めて生きた法が実現で
きる旨を強調している。本件を考えるに当たっても、日頃から新聞等で最近の
薬物事犯の動向や刑務所の現状等の知識を得ておけば、問題点の所在がどこに
あるかの判断は容易であろう。
私が、今回目指したのは、院生に配布した資料は僅かであるが、その限られ
た僅かの資料の中から、院生が検察官の控訴理由の法律上の問題点や不合理・
不適切な点等に気付いてくれるかどうかである。
検察官の控訴趣意書は、同21年月日提出で、これに対する弁護人である
私の答弁書提出期限は、月30日という短期間であり、この間に（なお、原審
捜査・公判記録は、弁護人選任届を高裁に提出後、直ちに謄写し入手済みであ
る）被告人と面談して事実確認や控訴審での弁護方針の打ち合わせ（例えば、
情状証人を誰にするか等）とか実際に証人になってくれそうな人達との面談等
を重ねながら、これに併行して答弁書の起案を行った。
以下、答弁書（要旨）が、今まで述べてきた弁護人としての刑事政策面を踏
まえた内容であるかは甚だ心許ないが院生に対する勉学のためという観点から
一事例として披露することにする。但し、一部省略有り。
第 答弁書（要旨）
 所論は、原判決が被告人に対し、公訴事実と同旨の覚せい剤使用事実を認
定しながら、検察官の懲役年の求刑に対し、「被告人を懲役年に処する。
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この刑の裁判確定の日から年間その刑の執行を猶予する。訴訟費用は被告人
の負担とする」旨の判決を言渡したのは、その刑の執行を猶予した点におい
て、その量刑は著しく軽きに失し不当であるから原判決破棄は免れないと縷々
主張するものであるが、しかし、以下に検討するように、所論主張はいずれも
何らの理由がなく、原判決の被告人に対する量刑は、犯罪としての責任におい
ても、また、被告人の再犯防止と更生を目指す上でも、極めて現下の刑事政策
の流れに沿った適正妥当なものであり、したがって、その量刑が著しく軽すぎ
て不当であるとは認め難いので、本件控訴は速やかに棄却されるべきが相当で
ある。
 控訴申し立ての理由の不当性
① 被告人の覚せい剤に対する親和性・依存性は顕著で、常習性も認められ
るとの主張について
この点に関し、原判決もその量刑判断中で被告人の不利な情状として認めて
いるので、改めて検察官がこの点を指摘する必要性は乏しく説得力がない。つ
まり、原判決は、被告人の覚せい剤に対する親和性・依存性という不利な情状
を踏まえた上で、種々の要素を考慮して慎重に量刑判断を行っているのであ
る。
検察官は、今後控訴審においてこの点につき、さらに立証予定とのことであ
るが、その必要性はなく、弁護人は不同意である。〜〜略。
② 被告人の覚せい剤に対する再犯のおそれは極めて高いとの主張について
所論は、被告人の覚せい剤に対する親和性・依存性に加えて、被告人の周辺
には覚せい剤に親和性のある者が複数いることを考慮すると、被告人がこれま
でと同様に覚せい剤を使用することが当然予想されるところであると主張し、
具体的に、原判決が被告人の量刑において有利な情状の一つとした嘆願書中に
被告人の勤務先社長として名前が出たＢ及びＣ両名にはいずれも覚せい剤取締
法違反の前科があるので、これらによる被告人の再犯防止のための監督は期待
実務に沿った刑事政策を
69
することはできず、このような者の監督を期待できるとした原判決の誤りは明
らかであり、この点について控訴審において立証予定とする。
しかし、そもそも上記のＢ及びＣ氏に前科が存するか又は存するとしてその
詳細については重要なプライバシーに関する事項であるので、弁護人を含む一
般人においては他人の前科関係の情報入手は極めて困難であり、当の本人から
の事情聴取にも慎重な配慮が要求されるところである。
他方、検察官においては、ある特定人が前科を有するか否かについての資料
を一括して管理保管しており、職務遂行上その必要があれば調査・回答する権
限があり、かつこれを行うことは容易なことである。
したがって、今回原審段階で検察官は、原審弁護人側から取調請求された嘆
願書の認否にあたり、そこに名前の有ったＢ及びＣ氏がどんな人物であるのか
を慎重に吟味し調査した上で、同意すべきであったし、その調査は容易であっ
た筈である。検察官が、原審でこの嘆願書の取調べに同意したことから、裁判
所もこれを適法に証拠調べしたものであるが、今回検察官は、検察自らがこの
嘆願書の取調べに異議なく同意した点には何ら触れることなく、逆に原判決が
これを被告人に有利な情状として斟酌したのは誤りであると主張する。その
上、これらＢ及びＣ氏両名に覚せい剤取締法違反の前科が存することを控訴審
において立証予定とのことであるが、検察官のこれら姿勢は、自己の責任を転
嫁するものであり、それによって両名の前科の有無という大切な個人情報が安
易に世間に流失する虞が懸念される。したがって、両名の前科に関する控訴審
における立証は不必要であり、弁護人は不同意である。
万が一、両名の覚せい剤違反前科が真実であったとしても、被告人がこれら
両名と従前から覚せい剤取引や覚せい剤の使用仲間であるとの証拠は全くな
い。したがって、たとえ、被告人の周辺に覚せい剤に親和性のある者がいたと
しても、被告人が覚せい剤事犯の再犯のおそれが極めて高いとは言えないこと
明らかである。
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 原判決の量刑判断の正当性について
＊所論は、原判決が上記について、これを過大に評価することは誤りである
と主張するが、被告人は逮捕直後から否認することなく、捜査・公判を通じ
て起訴事実を認め、反省の情が顕著であるので、この点を原判決が被告人に
有利に斟酌することは当然である。
＊また、所論は原判決が上記について、これを殊更有利な事情として評価し
たことは失当であると言わざるを得ないと主張するが、原判決の判断は客観
的事実にもとづく評価であり、この点を被告人に有利に斟酌することは至極
当然である。
被告人がいまだかって刑事収容施設（以下、刑務所という）での服役経験
が無いということは被告人の量刑を決めるに当たっては極めて重要な要素で
あることは論をまたない。しかるに、所論は「被告人が服役をしたことがな
いと言っても、それは前刑において執行猶予付きの判決を受けたために服役
を免れただけのことである」旨を述べるが、しかし、そこには執行猶予制度
が刑事事件において、刑事政策上、果たしている重要な役割を何ら考慮しよ
うとしない不遜な言説である。
そもそも、被告人が前刑で執行猶予判決を受けたのは、被告人が当該裁判
で問われた犯罪の罪責が軽く、かつ再犯防止と更生の機会が高いものと裁判
官に判断されたからであって、もしも、犯した前刑の罪責が高度で、かつ再
犯の可能性が高く更生の可能性が乏しいものであれば、当然、執行猶予に付
されることはなかったのである。
それを所論のごとく、「前刑において執行猶予付きの判決を受けたために
服役を免れただけのことである」等と短絡的に言い切るのは、前刑を担当し
た裁判官の行った被告人の犯した犯罪の軽重の検討や再犯防止と更生等の刑
事政策上の配慮を全く無視する極めて妥当性に欠けた主張である。
被告人においては、前刑で下された年間の執行猶予期間中は、裁判官の
実務に沿った刑事政策を
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期待に応え、犯罪行為に至ることなく善行を保持して無事執行猶予期間を満
了したのである。加えて、被告人は、同年間の執行猶予期間だけでなく、
更に今回の起訴分の覚せい剤使用事件までの同期間満了後の約年か月、
つまり合計約年か月もの長期間、罪に問われることはなかったのである
から、この事実を原判決が量刑判断で被告人に有利に斟酌することは、極め
て適正で妥当なものである。
＊また所論は、原判決が上記について、有利な情状とした誤りは明白である
と主張するが、被告人は実家が貧しかったことから、高校進学することなく
中学卒業後は、地元で鉄筋工や大工の仕事、また20代前半からはずっと最近
までＳ市内で大工や土木作業員等の仕事に従事しておりその稼動意欲は十分
である。
しかるに、所論は被告人の稼動は、覚せい剤を入手するための手段であっ
たとさえ認められると主張する。しかし、被告人が覚せい剤を使用するの
は、パチンコをする際の集中力を高めるためであり、その購入資金は確かに
被告人が働いて得た金から出たとしても、その割合は僅かであり、稼動金の
殆ど大部分は日常の生活費に充当されていたのである。もしも、被告人が稼
動金の大部分を覚せい剤購入費に回していたならば、被告人は当然生活費に
事欠き借金に追いまくられる日々であったろうが、被告人には貯金もないが
借金もない生活状態であったのである。したがって、所論が言うように被告
人の稼動自体が実は覚せい剤を入手するための手段であったとさえ認められ
るような主張は全く説得力がない。
これを素直に評価する原判決の判断は極めて社会的常識に沿った妥当なも
のである。この点に関する所論が皮相的見方に基づくこと明らかである。
＊所論は、原判決が上記について、被告人に有利な事情としたのは明らかな
誤りであり、その理由として原審公判で弁護側から提出された嘆願書と証人
の公判供述から名前の出たＢ及びＣ氏両名には覚せい剤取締法違反の前科が
あるので、これら両名による被告人の監督は期待できないと主張するととも
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に、この両名に覚せい剤取締法違反の前科があることを控訴審で立証すると
も言う。
弁護人が既に述べているように、検察官のこの点に関する控訴審での立証
は不必要であること、また両名からの承諾を得ることなく両名の前科の有無
等の重大な個人情報が、本件控訴審での審理を介して他に流布される危険性
が懸念される。
翻って検討するに、所論の主張するように、控訴審段階でＢ及びＣ氏両名
に覚せい剤取締法違反の前科が存することが立証されたとした場合、それな
らば、そもそも前科のある者は、現実に稼動先もなく、また住む所もない生
活困窮者（例えば、本件原審の被告人のように、稼動先も住居もなくなる可
能性大の者も含む）に対し、援助の手を差し延べてはいけないということ
か。
前科者はこのような善行をしてはいけないということか。
最近の緊迫した経済破綻状態では、非正規雇用者だけでなく正規雇用者も
解雇されるという中で、本件被告人に対し、誰も援助しなければ被告人はホ
ームレスとなるのが目に見えている。被告人の年齢等から公的な職業紹介所
で仕事を見つけることは極めて困難であり、また住所が不定となれば生活保
護の申請自体が出来ないであろう。原判決が認定したように、被告人には稼
動意欲と長年の大工等の稼動実績は存するのである。しかし、たとえ被告人
に稼動意欲があったとしても、とにかく日々生活して行くための稼動先と住
居がなければ、早速その日から厳しいホームレス生活に陥りざるを得ないの
である。
そうした窮状における被告人に対し、可能な限り何とか援助の手を差し延
べようとするのが人間の道ではないのか。
善行を積む者は、犯罪者であってはだめなのか、前科前歴のない完璧な者
でなければ駄目なのか。
犯罪を憎む余り、たとえかって犯罪者であったとしても、その現在の人間
実務に沿った刑事政策を
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性と、善行への意欲までをも否定することは、特に刑事司法に携わる法曹三
者においては絶対に行ってはならないことである。
原判決後、被告人は、こうした厳しい雇用状況下において、嘆願書等に名
前の出たＢ氏らの奔走により仕事先と住居が確保され、東京都内や横浜市内
のマンション等建設現場で朝から夕方まで真面目に稼動しているだけでな
く、地域のお年寄り夫婦からも励まされ一緒に同人宅で正月を過したり、ま
た会食するなど暖かく接して貰っているのである（この点について控訴審で
立証予定。被告人の稼動状況メモ。証人Ｂ及び地域住民Ｄ氏。被告人質問
等）。被告人は、原判決の裁判官の期待に沿うべく、Ｂ氏らの援助の下、原
判決後、実際に真面目に稼動し、健全な社会人としての生活を真摯に営んで
いるのであり、正に被告人の再犯防止と更生のためＢ氏らの周囲の監督が機
能していることが明らかであるので、所論主張には何らの理由がなく失当で
ある。
 原判決と同種事犯の量刑比較に関する所論の不当性
所論は、被告人に対して刑の執行を猶予した原判決の量刑は、同種事犯にお
ける裁判例の量刑と比較しても、著しく軽きに失して不当であり、同種事例と
の刑の均衡を著しく欠くものであると主張し、その理由として、常習的に反復
される薬物事犯に対しては、施設内において徹底した矯正教育を施すべきこと
が社会の要請でもあり、刑事裁判の実務においては、同種前科の存在等をも勘
案して適切妥当な量刑が図られているとする。
しかし、所論主張は、薬物使用対策は、これまでの処罰一辺倒の司法的アプ
ローチから治療的・福祉的アプローチへの転換が図られるべき、つまり「施設
内処遇」から「社会内処遇」へと移行すべきとの研究者や世界的な潮流に逆行
する古い固定観念にとらわれた形式的なものであると認められる。
例えば、石塚伸一（龍谷大学大学院法務研究科教授）氏は、「薬物対策に関
しては、刑事司法が偏重され、医療や福祉が軽視されてきた。いまや、そのア
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ンバランスが刑事司法システムの不健全な状態の原因のつになっている。薬
物依存者側から見れば、厳しい刑罰を科せられても、抑止効果も治療効果もな
く、過剰拘禁の刑務所で服役する期間は彼等の人生にとって無為である。日本
の刑事司法と薬物対策が本来の機能を果たすためには、薬物依存者のダイヴァ
ージョンとその受け皿としての治療・回復プログラムの開発が必要である。覚
せい剤の所持・自己使用を中心とする薬物依存症に対する大胆なダイヴァージ
ョン政策を導入し、薬物政策の重点を医療や福祉に移すことが、司法の健全性
の回復につながると思われる」と述べる（更生保護制度改革のゆくえ・第10章
薬物依存者の社会的処遇212〜233頁・刑事立法研究会編・現代人文社。控訴審
で立証予定）。
同様に、法務省法務総合研究所発行の平成16年版犯罪白書中にも、韓国、タ
イ等のアジア諸国における薬物乱用者対策が報告されており、これによれば、
これらの国においては、薬物供給者に対しては、極めて厳しい処罰で臨んでい
るが、一方、乱用者については、処罰よりも治療・教育を重視した処遇が用意
されているとする（同書330頁）。つまり、薬物自己使用者は犯罪者とする見方
から病人とする見方への転換が各国で図られているのが現状なのである。
加えて、最近とみに、犯罪者の社会復帰にとって、刑務所等の刑事施設内に
おける処遇がマイナス面を持つことが自覚されてきているのである。
例えば、川出敏裕（東京大学大学院法学政治学科研究科教授）氏は、「何よ
りも、刑事施設に入ることで、対象者は失職等により社会的基盤を失う可能性
が高いし、また、家族との関係が途絶えてしまうおそれもある。加えて、刑事
施設内での処遇には、いずれ受刑者が戻って生活することになる一般社会とは
異なり、自由が極度に制約された環境の中での処遇であるという限界もある。
そこから、犯罪を行った者について、なるべく施設に入れるのを避けるととも
に、施設に入れた場合であっても、その間に外部社会との接触を出来るかぎり
確保するとともに、刑期の終了前に仮釈放し、社会内で適切な処遇を行って円
滑な社会復帰に繋げるという考え方が生じる。この意味での『施設内処遇から
実務に沿った刑事政策を
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社会内処遇へ』という命題は、刑事政策の進むべき方向として広く許容されて
いるところであり、〜〜（略）我が国の刑事司法制度も、基本的には、この考
え方を受け入れて運用されているものと思われると述べる（犯罪と非行・
No154号・〜頁。日立みらい財団発刊。控訴審で立証予定）。
今回原審の裁判官は、川出教授の思い描いた通りに「施設内処遇から社会内
処遇へ」との正に刑事政策の新たな潮流に沿って、薬物使用者である被告人に
対し、執行猶予を付した有罪判決を言渡したものである。
それに比較して、この度の検察官の控訴は極めて遺憾と言わざるを得ない。
かっては、司法試験に合格した司法修習生が研修所に入って初めて手にした
書物で、今では市販され法科大学院生らも容易に入手できる検察講義案によれ
ば、検察官の心構えとして刑事政策への配慮も掲げられており、「我が国にお
ける検察は、犯罪の防止及び犯罪者の適切な処遇など、国民の安全と安心を確
保し、刑事政策の目的を遂行する上で重要な役割を担っている。検察官は、そ
の要請にこたえる検察を実現しなければならず、そのためには、常に我が国の
治安と刑事政策への配慮を怠ることなく、また、矯正、保護等の関係機関との
連絡協調を緊密にするべきである」と記述されている（平成18年版検察講議案
11頁）
我が国の検察官が、公訴を提起し、これを維持遂行し、有罪判決の刑の執行
を指揮するなどの重要な職責を担っており、その間、常に刑事政策的配慮を心
掛けていて国民からも高く信頼されていることは本職も認識しているが、しか
し、被告人に対する本件控訴に関してだけは、前述したように最近の刑事政策
の流れに逆行した旧来の固定的観念に囚われたものであると言わざるを得な
い。また、刑罰権という巨大な検察権行使に当たっては、常に謙抑的態度を保
つべきであることは言うまでもない。
またその際、検察のみが刑事政策を担っているわけでないことも常に銘記す
べきところである。
今回の執行猶予付き判決を言渡した原審裁判官においては、被告人の犯した
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犯罪の量刑に際し、法律で裁判官に付与されている執行猶予を付与する権限を
法律の範囲内で適正妥当に行使したものに過ぎないのである。
そもそも執行猶予とは、「要するに、極端な応報主義、すなわち罪を犯した
者に対しては必ずそれに相応した刑が科せられ、かつ執行されなければならな
いという考え方を排し、刑政における謙抑主義と実際的感覚とを裏付けとした
人道主義を基礎に、社会的利益を保持しつつ、判決の感銘力を背景に、かつ善
行保持の条件に違反したときには所定の刑に服すべき旨の心理強制を担保とし
て再犯を防止しつつ、犯罪者の自発的更生の実現を期するものである」（藤木
英雄『注釈刑法総則⑴』185頁）との極めて刑事政策的意義を有する制度で
あって、裁判官も検察官と同様に法律的に刑事政策の重要な一翼を担ってい
て、その権限行使が期待されているのである。
検察官においては、裁判官も刑の量刑に当たっては法律で刑事政策の役割を
担っていることが規定されている以上、裁判官の判断を十分に尊重することが
要請されるところである。
しかるに、この度、検察官は原審裁判官の行った被告人に対する刑事政策的
配慮を斟酌することなく、原判決の量刑は同種事案の裁判例と刑の均衡を著し
く失して不当であるとして〜〜（略）控訴した。
しかし、同種事例との比較と言いながら、本件原判決は〜〜地方裁判所管内
のＳ支部で言渡された事件に関わらず、なぜ同支部又は〜〜地方裁判所におけ
る同種事例の判決とは比較せず、東京地方裁判所の判決事例と比較するのか全
く腑に落ちない。察するに、東京地裁の量刑が高く、他方、〜〜地裁管内の判
決量刑が軽すぎるので本件の検察官控訴に支障が出るとの配慮があったのでは
ないかと思わざるを得ない。したがって、この点に関する検察官の立証は不必
要であり、弁護人は不同意である。
裁判官が判決で示す刑の量刑は、基本的には当該犯罪行為の質と量つまり犯
罪行為の責任に応じていること、またその判決に執行猶予を付するか否かは、
刑の一般予防よりも特別予防機能を優先させて、犯罪者自身による改善更生に
実務に沿った刑事政策を
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期待するからである。その際、本件のような事案では、所論の指摘するように
前刑の執行猶予期間終了後、今回の再犯を犯すまでの期間の長短等も執行猶予
を付すか付さないかを決めるつの要素ではあるが、しかし、具体的にはそれ
ぞれの個別的事情が存することを忘れてはならない。
その意味において、所論の主張は、各事件の犯行の軽重、再犯の予測や改悛
の情などの個別的事情を何ら考慮することなく、覚せい剤取締法違反で執行猶
予付きの同種前科があること、執行猶予期間は満了したが、その後再び覚せい
剤事犯を犯した者について、その犯すまでの期間の長短を調べるなどいずれも
調査した対象事項は形式的なものであり、本来調査すべきである各事件の個別
的事項にまで立ち入っていないので量刑対比の実質がないこと明らかである。
 結語
以上の通り、検察官の本件控訴は、刑事政策に関しては検察官だけではなく
裁判官もその重要な役割を担っていることが法律上認められ、その行使が当然
であるにも関わらず、実際に原審裁判官がこれを行使するや不当であるとする
のは裁判官の刑事政策に関する権限を無視する独善的態度であると認められる
ことに加え、最近では諸外国のみならず我が国でも覚せい剤等の薬物使用者に
対しては、「施設内処遇から社会内処遇へ」との刑事政策の潮流にも明らかに
逆行する古い固定的観念にしたがった不当なものであるのに対比して、被告人
に対し、執行猶予を付した原判決の量刑は極めて適正妥当であるので、本件控
訴は棄却されるべきである。
最近の犯罪白書等で明らかなように、我が国の殆どの刑務所では実際の収容
人員が定員を上回る過剰収容が深刻化し、この過密環境が受刑者に緊張感と圧
迫感をもたらし、それによるストレス等が受刑者の改善更生・社会復帰という
行刑目的実現のための大きな障害となっていること、またこれが受刑者間のト
ラブルや職員に対する暴行事件等の発生の引き金となっていること、また過剰
収容による国の財政的負担も大きいことなどが問題となっている。
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もともと刑罰は「犯人」ではなく「犯罪」に対して科せられるものであるの
に、刑罰を科したことで、犯罪者が長期にわたり不利益を受けるのは刑罰の趣
旨から外れること明らかである。
まして最近では、薬物使用については犯罪から病気との見方もあるのである
から、未だ刑務所における服役経験のない被告人に対しては、刑務所収容によ
ってもたらされるであろう数々の弊害を事前に防止することが現段階ではまだ
可能なこと、また、被告人は原審における執行猶予付きの判決後、周囲の者ら
の援助により稼動先と住居が確保され現実に稼動していること、更に被告人の
身の上を心配して家に呼び食事を共にする地域住民等が存在することなどか
ら、被告人には再犯の可能性はなく、このまま社会内で更生することは十分可
能である。
被告人自身においても今までの安易な生き方を反省し、二度と覚せい剤に手
を出さないことを強く誓い、真面目に稼動し、また親切にしてくれている周囲
の者たちに日々感謝しながら更生の道を歩んでいるのであるから、高等裁判所
におかれても原判決が与えた執行猶予の判決が引き続き維持され、被告人に対
し生きていく希望が見出せる温情ある措置がなされますよう切に願うものであ
ります。
第 控訴審判決（平成21年，23言渡。，10確定。，23収監）
とその後
 判決主文 原判決を破棄する。被告人を懲役年月に処する。
理由要旨 本件において量刑上、最も重視されなければならないのは被告人
に同種の覚せい剤事案により、執行猶予に処せられた前科がありながら再び本
件犯行に及んだこと、かつそこには覚せい剤に対する親和性、常習性が色濃く
見られる点である。使用動機が誠に安易、安直で、そこには前科を重く受け止
め真摯に反省し更生しようとする姿勢が全く見受けられず規範意識が未だに低
い。本件捜索で古い注射器が発見されていることから被告人はその供述以上に
実務に沿った刑事政策を
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覚せい剤を使用していたことが強く窺われる。証人Ｂについて、もとより前科
を有するからと言って監督者として不適任と決め付けるのは問題があるもの
の、十分な監督を期待し得ない面がある。被告人の自律更生を期待するには、
本人の規範意識の弱さがあるほか、社会内処遇を可能にするような環境が十分
に整っているとは言い難いものがあるので原判決の量刑は軽きに失し不当であ
り論旨は理由がある。
他方、弁護人の主張に対しては、①覚せい剤事犯における情状証人の具体的
な監督能力、適格性の一資料として、その者の覚せい剤親和性等が一定程度考
慮されるべきは当然であるところ、原審の審理過程においては、被告人の雇主
らの具体的人定が検察官に明らかになった時期は、結審した期日ないしその直
前ごろであったから、検察官が原審において、その者らの覚せい剤親和性等に
ついて立証できなかったのもやむを得ないことであって、当審においてその立
証を行うことは相当な訴訟活動ということができる。②同種事犯との量刑の均
衡は、刑罰の公平な適用との観点から当然考慮されなければならない量刑事情
ではあるが、それも量刑の一事情に過ぎず、また、他の同種事犯と個々具体的
に比較検討し、量刑資料の中での位置付けによって量刑判断を行うことは、到
底相当とは言えないのであって、本件における量刑判断は、あくまでも本件の
個別的・具体的な量刑事情を総合的に斟酌してなされなければならない。そし
て、当裁判所の判断は上記のとおりであって、単に検察官の提出した量刑資料
との比較や位置づけによって判断したものではない。弁護人の主張はいずれも
採用できない。
 判決後の状況等
被告人は、控訴審判決確定後収監までの間、従前通り証人Ｂが確保してくれ
たマンションに居住しながら大工等の仕事に従事して多少の金をため刑務所生
活に備え、また仕事後には近所の住民である証人Ｄ方に出入りし食事等を一緒
にしていた。収監がまじかに迫った月下旬、弁護人である私も呼ばれ、証人
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ＢやＤや近所の住民約10名で被告人の送別会を行きつけのお好み焼屋で行い、
皆で被告人の早期の社会復帰を心から願った。その際、被告人を中心にして、
皆で肩を組んで歌った「兄弟船」が今でも妙に記憶に残っている。
第 本件事案を使用しての講義後の受講感想と科目「刑事政策」へ
の要望等
＊今回の控訴審において、先生が主張されたように刑事政策的な側面を主張す
ることも、非常に重要であるのだと感じた。特に、薬物事犯の場合は、おそ
らく自分との戦いが再度薬物犯罪を起こさないための鍵だと思うので、被告
人の再犯の可能性を低くするための周囲の環境、被告人の更生への意欲等が
非常に重要だと感じた。
これからも、先生が実際に経験された刑事政策的な考え方などが現れた場
面等が知りたいです。
＊被告人の再犯のおそれについての検察官の主張は、おそらく一般人には同意
出来るものだと思う。しかし、この事件について判断する際、嘆願書を書い
た人や情状証人に同種前科があるというだけでは足りないと思われる。弁護
人が答弁書に記載したような内容についても十分に検討する必要がある。
被告人の量刑等について、情状証人の信用性等で争うことになるのは難し
い。
今回のように、実際の事例を通して刑事政策の実践について考える内容で
授業して欲しいと思います。
＊覚せい剤事件のみならず、薬物事犯が多発している現状を踏まえるとかなり
参考になったと思われる。結論を左右出来るかは分からないが、薬物行使の
態様まで踏み込んだ弁論や、その生活態度や生い立ち等と刑事政策の有効性
を絡めた弁護も有効と思われる。ただ、私見としては薬物事犯に対しては、
一般予防からもっと厳罰化すべきと思う。
先生の経験談や実務体験など踏まえた上で、いわゆる「やめ検」の弁護士
実務に沿った刑事政策を
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としてどのような認識を持っているのかも話して頂きたい。
＊事案そのものは特異なものではなく、今日の講義を聞くまでは原審の検察官
のように従来の同種案件と比較して判断するところでした。しかし、被告人
はそれぞれ異なり背景も異なるはずです。「同種」などと言うのはありえな
いでしょう。事件の背景をしっかり把握するために面会を重ねるべきでしょ
う。
先生が経験されてきた「生の事実」を知ることは大変興味深かった。
理論面を含め書物等から学ぶことも重要ですが、実際はどうなっているの
かについてお話していただけると嬉しいです。
＊確かに、被告人の真の立ち直りという観点からは執行猶予を付けることも考
えられる。しかし、被告人が覚せい剤を入手し易い状況にあること、前科が
あり再犯のおそれが高いこと、出来心で一回やったとは言えない程度に古い
注射器等の証拠が出ていることを考えたら、覚せい剤から強制的に隔離する
必要があり控訴審の判断はやむを得ないと考える。
本日みたいに生の事件を取り上げて、刑事政策をどうすべきかを講義して
欲しい。
＊最後に紹介された手紙から、先生がどういう姿勢で刑事弁護に携わっている
のかがはっきり伝わってきました。極道の人からの手紙の内容もすごくリア
ル（人を裏切ってきましたなど）で引き込まれました。
将来、町弁を目指す人が多いと思うので、地方の町弁になった場合、どの
程度、刑事事件を扱うものなのか、どういったきっかけで頼まれるのかなど
実務の話を聞きたい。また、刑事訴訟の手続の流れがよく分からず苦手なの
で、そうした手続についても授業で触れていただけると嬉しいです。
＊今回、答弁書の内容を聞き、強い説得力があった。覚せい剤事件について
は、服役させ長期間社会から隔離しても必ずしも覚せい剤を止められるとは
限らず、むしろ再犯率が高いといった現状がある。刑務所に収容するか、社
会内で更生を図らせるのか、いずれが再犯率の低下に繋がるのかもう少しよ
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く考えたいと思う。
刑事政策を学ぶのは全く初めてなので、理論的な解説だけでは理解が追い
つかないおそれがあります。それ故、理論と実務を半々位で解説して下さる
と有難いです。
＊答弁書での反論は（少し無理そうな理由のところもありましたが）ほぼ完璧
では？ と思っていたので、控訴審の判決は悪くとも保護観察かなと思いな
がら聞いていました。実刑は少し意外でした。かえってこれにより真に更生
して貰えればよいのですが。
私も犯罪のない社会の構築には刑事施設に入れるより、今後は社会のあり
方、周囲の支援等が主になってくると思いました。
授業中に話された（別事件）の国選事件について何度も接見に行くという
姿勢を私も学びたいと思います。これによって、被告人は自己が見捨てられ
ていないという気持ちになり更生の道へと進んでくれることになるかも知れ
ないと思いました。
今回のように実際の事件を取り上げつつ、接見、保釈、準抗告についての
有り方等についても具体的に学びたい。皆で対論する機会も欲しい。
＊「呼ばれてから来るようでは本当の弁護士ではない」という依頼人からの手
紙に書かれていた先生の発言にはハットさせられた。
弁護人は、目の前の事件を処理するだけではなく、被告人の再犯防止、更
生も目指して仕事をするべきなんだと改めて考えさせられた。
私も弁護人であったならば、時間と接見が許される限り、依頼者と話をし
て、公判においては、被告人の更生の意思を十分に主張して、出来る限り寛
大な判決を得られるよう努めたい。
今日のように先生が実際に扱った事例を基にして刑事司法制度の説明をし
てくれると聴いていて楽しく学べます。
＊本件事案で雇主らに前科があるために嘆願書の信用性が失われるというのは
不当だと思います。薬物事犯における更生の困難さが伝わりました。
実務に沿った刑事政策を
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今回のように、先生が実際に弁護された事件を素材にして講義して欲しいと
思います。例えば、「裁判員制度」等についての先生の考え方も教えて頂き
たい。
＊刑事政策については、犯罪の原因を探究し犯罪を防止する活動という漠然と
したイメージしかなく、自分が事件に直面した時にどのように考え、行動
し、被告人と接することがいいのかよく分かっていませんでした。しかし、
本日の講義を通じて、真剣に依頼者と向い合い、その更生を信じて行動する
ことが大切だと思いました。
このことは、依頼者からの先生への手紙からも、すごく伝わって来まし
た。
今回の講義のように、先生が実際の事件を通してどのように感じ、どのよ
うに接したのかを話していただけると有難いです。
＊覚せい剤特有の問題、中でも再犯性の高さ等が気に掛かります。何度もやり
ながら、有利な情状を求めることは難しいのではないかと思いました。
部屋が狭いです。人が多いため。変更出来ませんか⇒即、次回から部屋換え
可！
＊自分も弁護人ならば、まずは検察側の控訴申立の不当性（原審での証拠調べ
の検察側の過失）を主張する。また、被告人の更生を念頭に置いた上で最終
弁論も行う。
裁判官ならば、被告人の行為を考慮するのは当然であるが、「人」として
今後どう進んで行けるのかという点も斟酌した上で最低、執行猶予をつけ
る。
資料は、見れる範囲でプリントで頂きたい。事例は出来るだけ詳しく知り
たい。
＊原審でほぼ決まっているので、控訴審で余りすることがない中でも、先生が
奮闘し、依頼者に感謝されているのがとても印象的だった。
授業中に色々な話を聞き、刑事訴訟法についても理解を深めたい。課題は少
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なく。
＊今回の事件では覚せい剤使用が何度もあるが、原審段階の弁護人がもっと親
身になっていれば、周囲の人の支えもあるからもっと刑が軽くなったように
思う。
弁護人は私選・国選を問わず、常に被告人のことを考えることが、常習性
のある犯罪でも更生が可能ではないか。
教室が狭いので広い教室に変更して下さい。
今回の授業のように、先生の実体験を中心に講義をしてもらいたいです。
＊前科者が、善行を積んでは行けないのかという話には考えさせられました。
社会が前科者に対しても理解を示さなければ更生が難しいという現実があ
り、刑事政策の重要性は今後一層高まってくるのではないかと思った。
より実際の事件の話を多くして欲しいと思いました。
法律の条文を引用した際、なるべく逐一確認して進行するようにして欲しい
です。
＊先生の答弁書は成る程と思った。元検察官ということもあって、検察内部の
実情や更生の可能性等も踏まえた素晴らしい内容だと思いました（僕が褒め
るのもなんですが〜〜）。
公判立会いについて、一つ一つの事件を真摯な態度で臨むことが大事だと
改めて思いました。
今一度、刑事施設の見学をすることで刑事政策を現実的な視点で学べると
思うので希望します（都合がつかず、過去回の機会を逃しました）。
＊私は、先生が話した国選の別事件の被告人と同じように国選ならこの程度と
言った感覚を映画やドラマなどの影響で持っていた気がします。先生のよう
に誠実な弁護が出来るようにならなければと思いました。
時効制度の廃止論について、皆で検討する機会を持ってみたい。
＊控訴審における弁護側の答弁がなかなか思いつくものではなく素晴らしいと
思った。雇用主が前科者であると指摘された場合、それは事実であり反論の
実務に沿った刑事政策を
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しようがないと自分なら考えますが、そのような状況でも弁護人として反論
できることはまだまだ沢山あると実感しました。
刑事や検察官、弁護士の方の意見も講義の中で聞いてみたいです。⇒検討
します。
今日のように、先生が実際に担当した事件の話を聞くのも大変勉強になる
と感じています。
＊世間からしたら単なる覚せい剤事件として認識されるような事件の中にも、
様々な人間関係があり、一律に形式的に処理されるべきではないものが多い
と感じた。
これまで刑事政策について学ぶ機会がなかったので、刑事政策の基礎を重
点的に学びたいと思います。そして、その後、現在の刑事政策の問題点を検
討していけたら良いと思っています。
＊弁護人は人から感謝される仕事だと言われますが、依頼者（受刑者も含め）
からの感謝の手紙は初めてでした。他方で公判直前に回だけしか打ち合わ
せを行わない弁護士もいるようですね。弁護士がどれだけ情熱を持って弁護
活動を行うか、ちゃんと依頼者にも伝わるんだなと思いました。
受講者が多そうなので教室を201号に変更して下さい。
＊嘆願書について、誰に書いて貰ったかを確認することが大事だと思った。
被告人の更生の観点からは、周囲の人の監視で十分に立ち直ることが出来る
ことを強調すべきである。
先生の実務での経験を基にして、犯罪を防止するために現行法上の制度が
どのように役立っているかを教えて欲しいです。
＊覚せい剤や大麻などの薬物犯罪は、犯罪者の家族をも巻き込む犯罪なので、
今後は薬物犯罪の減少に一層力を入れるべきだと思います。小さな子供や赤
ちゃんがいる時、その父親が何年間か刑務所にいる間、どうやって残された
家族は生活するのか。出所後、覚せい剤に再び手をだしてしまう常習者に対
しては、どのように立ち会って行くことが一番良いのか本当に難しいと思っ
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た。
刑事政策は犯罪論や刑罰論とも関係があると言うが、「刑事政策」という
言葉を聞いて具体的なイメージが持てない。刑事政策に関するビデオなどが
あったら、ビデオでの授業も行って欲しい。⇒検討します。
＊証人の素性などは形式的には必要なのかも知れないが、証人の実質を汲み取
って判断されても良いのではないか。このようなことが当たり前に行われて
いるとなると、一回犯罪を犯すと、いくら自分が更生したくとも更生出来な
い世の中になってしまい、刑務官や保護司等の日々の苦労が何も報われるこ
とのないことになってしまう。今回の控訴審の判決は、本質を見落としてい
る気がします。
具体的事例に即した更生に向けた取組み等の先生の実務における体験談等
を聴講したいです。
＊先生宛に届いた手紙を読み聞かせていただき、弁護士とは被疑者・被告人に
とって一番心強い味方であり、そのような立場にあるがゆえに、全力で被疑
者・被告人に尽くすべきであるし、それが使命であると感じた。
また、本件とは別の事件で、実刑判決直後、弁護人が裁判官に対し、傍聴
席の幼子を被告人に抱かせて欲しいと発言した場合、あなたが裁判官ならば
どうしますかという先生からの問いに対し、私が裁判官なら抱かせてもよい
のではないかと思います。「わが子を抱かせる」ということは触れること。
そのような感触は脳に刻み込まれます。その想いを胸に更生に向かっていけ
るのではないかと思います。
先生の経験談を聞きたいです。
第 最後に
上記院生の受講感想文から読み取れるように、受講者は皆真剣に今回の事案
に向き合ってくれました。とても嬉しい限りです。多くの院生からの要望に出
来るだけ副えるよう、私は今後とも生きた「刑事政策」の講義を心掛けたいと
実務に沿った刑事政策を
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思っております。
なお、今回、私が一番悩んだのは、嘆願書で名前の出たＢ氏を控訴審で証人
申請するか否かの点でした。Ｂ氏の前科調書や前科にかかる判決は、いくら弁
護人が取調べに不同意と言ったところで、刑事訴訟法323条項の公務員が職
務上作成する書面ということで伝聞証拠の例外として証拠採用されてしまうか
らです。弁護人としてそのまま引き下がるのも一つの選択でしたが、Ｂ氏か
ら、「自分は確かに前科者であるが、自分の経験からして刑務所には出来るだ
け行かないにこしたことはない。このことを被告人のために裁判所で証言して
も良い」と言ってくれたことから私もＢ氏を証人申請することに決した次第で
す。また、その際、皆さんが刑法で勉強した間接正犯のようにＢ氏本人が自分
自身を道具として刑事政策の実践（絶対に再犯を犯さないぞとの強い決意）を
Ｂ氏自身にもお願いしたかったのです。
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